第7章 インドネシア

  アジア金融危機により最も大きなダメージを受けたのは、第1章でも述べたようにインドネシア経済である。1998年経済成長率予測の-14.0～-18.4％（表1.1、表1.2）が示すように景気の大幅な落ち込みが予想されていることが、このことを如実に表している。インドネシア政府の経済見通しは-14.0％である（Asian Wall Street Journal, 4 January 1999, p. 7）。これらの予測によれば、1998年の1年間で一人あたり実質GDPが16％減少し、生活水準は大幅に低下することになる。現時点での将来予測は非常に多くの不確実性を含んでいるが、1999年の経済成長率は-1.4～-5.0％と依然としてマイナス成長が予測されている。

  インドネシア経済は、上述の通り、1998年こそ大幅なマイナス成長を経験したが、それまでの経済発展は目覚しいものであった。他の東アジア諸国にはより高い成長を遂げた国もあるが、インドネシア経済の躍進は1986～97年の年成長率の5～9％からも明らかである（表7.1）。犯罪発生率は低下し、生活水準は大幅に上昇した。ここ20年でルピア表示の一人あたり実質GDPは倍になり、米ドルまたは国際ドル表示での一人あたり名目GDPもそれに伴い増加した。教育意識の高まりによる中等教育就学率の上昇、乳児死亡者数の大幅な減少、非識字率の低下や出生時平均余命の延びなど全ての点で進歩が見られた。インドネシアは、人口、国土ともに本報告書の対象国の中で2番目に位置し、中国につぐ潜在的な経済規模を持つ。1996年の米ドル表示名目GDPでは日本、中国、韓国と台湾についで5番目、国際ドル表示では中国、日本についで3番目に位置する（表1.1）。

  上述の所得増加には、全人口に占める労働力人口の割合の上昇とともに、就業者一人あたり実質GDPの増加（95％増）が大きく貢献した。この背景には、農業から製造業へのシフトを主とした経済構造の変化がある。就業者総数に占める農業のシェアは、1979年の64％から1997年の41％強に下がり、さらにGDPに占めるそのシェアは、28％から16％へと、就業者の変化を上回るスピードで低下した。これとは対照的に、製造業の就業者シェアは1980年代に幾分低下したが、1990年代に入り上昇し、GDPシェアもより急速に上昇した。GDP構成比の変化が、就業者の変化よりも急であったのは、製造業における就業者一人あたりGDPが、農業よりも大幅に上昇したことを意味している。また、経済構造の変化に関するもう1つの重要な点は、GDP中の鉱業シェアの変化である。1980年に26％であったが、近年では10％を切った。これには1980年代半ばにおける石油価格の下落が影響している。当時、インドネシアは石油収入に大きく依存していたため、オイルブームの終焉は重大な出来事であった。石油価格下落は対外支払い能力を低下させ、非石油製品輸出の促進を目的とした投資・貿易・金融における様々な政策上の規制緩和が行われるようになった。GDPに対する輸出比率が1986年の20％弱から1990年代には25～28％にまで上昇したことからもわかるように、こうした改革は成功へとつながった。また改革以降、固定資産投資がGDPに占める割合は1986年の24％から1994～97年の28～30％へと上昇し、政府消費支出の割合は徐々に小さくなっていった。

  これまでの経済の躍進、潜在的経済規模、開かれた投資環境、低労働コストや豊富な天然資源などを理由として、エコノミストの間にはインドネシア経済の将来を楽観視する傾向もあった。しかしながら、1997年7月タイに始まった通貨危機はルピアにも波及し、インドネシア経済に大きなダメージを与えることとなった。インドネシア銀行はルピアの対米ドル為替レートがある割合を超えて変動した場合に為替市場に介入する政策を採用し、1980年代半ばにルピアの急激な下落を何度か経験した後は緩やかなルピアの減価を容認してきた（1988～96年の間は年率3～6％。表7.1）。通貨危機以降、インドネシア銀行はルピアを買い支えようと多額の外貨準備を費やしたもののさらなる下落を食い止めることができず、1997年8月14日には完全変動相場制への移行を余儀なくされた。その後もルピアは下落を続けた。1997年末のスハルト前大統領の不健康説、1998年1月にインドネシア政府が提出した非現実的な予算案によりルピアの下落は加速し、1997年7月時点で2,450ルピア／米ドルであった為替レートは1998年1月末には10,375ルピア／米ドルにまで達した（International Monetary Fund, 1998d）。2月に入り多少回復したものの、3月に発表された新内閣にスハルトの親族・親友が含まれていたことからルピアは再び下落を始めた。4～5月にはディーゼル燃料価格の引き上げを含めた様々な出来事が社会不安を誘発し、学生による暴動・抵抗が5月のスハルト体制崩壊のきっかけとなった。またこの混乱の中、華人系インドネシア人に対する暴力事件が多発し、多くの資本がインドネシアから逃避していった。最終的に為替レートは、6月末に1ドル14,900ルピアにまで落ち込んだが、その後徐々に回復を始め1998年末には1ドル7,800ルピアとなった。

  ルピアの下落によってインドネシア経済が受けた影響は深刻なものであった。まずルピアに換算した外貨建て対外債務返済額は急激に増加した。これにより債務返済や為替リスクを回避するための米ドル需要が増し、為替レートをさらに下落させる一因となった。また完全変動相場制への移行当初、インドネシア銀行はルピア防衛を目的とする高金利政策を採っていたため、貸出金利は1997年7月の19％から8月には25％、9月には36％へと急騰を続け、市場預金金利は81％にも達した。これに伴うクレジット・クランチにより多くの企業は資金調達に支障を来たし倒産へと追い込まれた。また不良債権も急増し、この問題は銀行システム崩壊への脅威となった。

  政府と中央銀行は、支払不能と判断される多くの銀行の閉鎖と全面的な預金保証により信用回復をねらうとともに、ソフトローンで残された銀行や金融機関を救済しようとした。しかしこうした措置により、1997年上半期に10％増であったマネーサプライ（M2）は、1998年上半期には60％にまで増大した（International Monetary Fund, 1998c）。また破産企業の処理を円滑に進めなければ、民間部門の稼働していない生産設備は非効率的な状態のまま放置されることになる。民間部門の債務再編が実施されないかぎり行き詰まりは解消されず、不況はさらに悪化することになるであろう。不良債権や銀行の資本再編の問題を適切に処理するためには、外資系銀行に市場参入を許可し銀行の破産規定を厳しくする必要がある。また預金準備率や自己資本比率の引き上げなどの銀行に関する規制の改定も必要となろう。中央銀行は、インドネシア経済の重要な金融媒体であり、その銀行機能は経済活動において不可欠である。現行の変動相場制の下では、適切なマネーサプライ目標値を定め、それに従って通貨を供給する必要があろう。この目標値を信憑性あるものにするためには、預金保証額に合理的な上限を設ける必要がある。

  失業率とインフレ率の急騰は、とくに都市部に住む人々にとって最も深刻な問題となった。1997年に5％であった失業率は1998年末には12～15％になると推定され、いずれは20％に達するものと考えられている（表 7.1, International Labour Organization, 1999）。さらに、1998年上半期のマネーサプライの急増、ルピア下落による輸入物価の上昇と干ばつの長期化によるコメなどの生活必需品価格の高騰はインフレ・スパイラルをもたらした。最近の推計によれば、1998年のインフレ率は78％になるとみられている（Asian Wall Street Journal, 4 January 1999, p.7）。表1.1、表1.2でとりあげた資料によれば1999年のインフレ率予測値は27～52％に下がっているが、これは歴史的にみても依然として非常に高い水準である。このことは、現在または後任の政権にとって社会不安の払拭は困難な問題であり続けることを意味している。

  失業とインフレに苦しむ国民に対し、政府はコメや食用油などの生活必需品に補助金を拠出する初歩的な社会保障により対処してきた。補助金拠出は財政赤字の計上を意味し、これは政府開発援助によって補填されてきた。国際通貨基金（IMF）やインドネシア支援国グループは国民を苦しめる問題を緩和するための支援を行い、財政目標を幾分弾力的なものにした。インドネシア経済は、補助金が不必要となる状況まで価格の歪みと財政赤字に耐えなければならない。またその後も貧困層への所得援助を慎重に行っていく必要があろう。
  社会的・政治的な問題が解消されなければ経済の回復は見込めないであろう。現在インドネシアがおかれた状況下では政治的な安定が最重要課題である。国民協議会議員（MPR, Majelis Permusyawaratan Rakyat）の総選挙は現在、1999年6月に予定されており、その何ヵ月か後に大統領選挙が行われる（当初予定の12月から早められた）。暴力なしに正当な選挙が行われれば、それは政治的にも経済的にも安定への大きな一歩となるであろう。しかしながら、選挙関連の暴動や華人系インドネシア人への暴力事件によって収拾がつかなくなる可能性を含め、かなりの混乱が予想される。華人系インドネシア人は数の上では少数であるが（人口の約3％）、企業家階級の中では中心的な地位にある。この少数派への暴力が度重なれば、華人系インドネシア人以外の投資意欲もそがれることになるであろう。また政治的には、地方における自治権または独立要求の問題も存在する。

  対外債務の問題においても、債務者と債権者の間での交渉は一向に進んでいない。これは債務返済方法、債務再編計画や債務の再評価などの点で合意が得られていないためであり、いかに秩序ある債務返済を取り決めるかはインドネシア経済にとって緊急の課題となっている。対外債務の蓄積過程を見ると、他の経済危機に見舞われた東アジア諸国は過去10年間の中で1996年の対外債務がGDP比で最も高い水準にあったのに対して、インドネシアにそのような特徴はみられない。しかしながら、その水準は他の国に比べ高く、また全債務に占める短期債務の割合が急激に上昇している。1990年は16％程度であったが、1991～95年に18～21％、1996年には25％に達した。この短期債務の急増は主に民間部門によってなされたものである。民間企業は国内よりも金利の低い海外から資金調達を行う傾向にあった。しかしながら、こうした資金調達は為替の安定を前提としていたため、予期せぬルピアの下落は債務返済を困難なものにし、さらに政府の高金利政策によって民間企業は厳しい状況を強いられることになった。

　こうした状況の中で、経常収支の黒字は数少ない明るい要素の1つである。1998年の経常黒字はGDP比で3.0～6.9％になると予想されている（表1.2、表7.2）。対外債務の問題を抱えるインドネシア経済にとって、経常黒字は予想範囲の低い水準になったとしてもこの問題を幾分和らげることになるであろう。しかしながら、不運にもこの黒字の一部は輸入の不振によってもたらされたものである。1998年1～10月期の輸入は、前年同期の350億米ドルから230億米ドルにまで落ち込んだ （Asian Wall Street Journal, 4 January 1999, p.7）。輸出の落ち込みは輸入ほどではないが（440億米ドルから410億米ドルへ）、輸出志向の製造業者は原材料、部品や修理用部品を輸入するための資金調達に苦労している。一方で、スパイス、パームオイルやエビなどの一次産品の輸出は、為替の下落によって小さな好況にわいている。しかしながら、輸出に対する政府の姿勢は必ずしも統一されたものではない。例えばパームオイルの輸出に関しては、国内価格を維持するため厳格な管理のもとに置かれている。

  インドネシアの貿易収支は、過去20年以上少額ではあるが黒字を計上し続けてきた。貿易黒字はサービス・所得収支の赤字によって相殺され、結果的に経常収支は赤字となっている。投資収支を見ると、対内直接投資は1997年こそ減少したものの改革の行われた1986年から1996年まで毎年増加を続けてきた。この統計には外資系石油企業の投資が含まれておらず、これをふまえた場合にはより大きな額となることに留意する必要がある。対内証券投資は1993年から急増し1996年にピークを迎えた。1997年には多くの資本が流出したものの、外貨準備の累積証券投資に対する比率は依然として低い水準にある。「その他投資」（主に銀行借入）はインドネシア経済にとって重要な資金調達源であったが、その動向は幾分不安定なものであった。

  貿易を品目別に見ると、上述のようにインドネシア経済は一次産品、とくに石油・天然ガスの輸出に大きく依存してきたことがわかる。1982年の全輸出に占める鉱物性燃料のシェアは82％にも及んでいる（表7.2）。1980年代における石油価格下落以降このシェアは縮小し、1987年の50％から1994～97年には25～26％となった。1970年代および1980年代初頭においては、石油価格の上昇と石油輸出の増加によって大幅な貿易黒字を計上した。しかしながらこのことによってルピアは高止まりし、製造業の輸出に影響を与えた。石油価格下落以降のルピア安によって、製造業の全輸出に占めるシェアは大幅に上昇した。この上昇は主に労働集約的な繊維製品、衣類、履物や木製品などが分類されるその他製品によってなされたものである。そのシェアは1979年の4％から1987年には23％となり、1993年には45％にも達した。1997年に同シェアは大幅に落ち込んでいるが、これは分類方法の変更によりその他製品に分類されていた一部が特殊取扱品に分類されることになったためである（James, 1998）。1990年代には、組立型電子および電気機器を主とする機械製品の輸出も急速に増加した。輸入に関しては、機械製品の輸入増加もあって工業製品の輸入は常に最大のシェアを占めてきた。

  次に貿易相手国別に見ると、1980年代初頭における最大の貿易相手国は日本であったことがわかる（表7.2）。そして今日でもインドネシアの最大の輸出市場は日本である。全輸出に占める日本への輸出シェアは石油・天然ガス輸出の減少によりやや落ち込んだが、依然として高い水準にある。近年においては、アメリカ、欧州9ヵ国が日本につぐシェアを占めるようになった。しかしながら、アメリカとの貿易のシェアは輸出、輸入ともに減少傾向にある。また、欧州9ヵ国に関しては、輸出のシェアは増加しているものの輸入は伸び悩んでいる。香港およびシンガポールもまた重要な貿易相手国であるが、そのシェアは多少変動的である。また韓国および台湾のシェアの上昇も注視すべき点の1つである。

  日本との貿易を見ると、日本への輸出は近年その他製品の輸出が急増しているものの依然として鉱物性燃料が大きなシェアを占め、輸入では機械製品やその他製品が主である（表7.3）。貿易収支はインドネシアの赤字傾向にあるが、サービス収支では均衡している。所得収支はインドネシアの赤字となっているが、これは日本からの銀行借入（その他投資に分類される）に対する支払い利子によるものである。証券投資は他と比べて少額であるが、日本からの直接投資やその他投資はインドネシアにとって重要な資金調達源である。両国の関係は非常に深く、日本の不況が長引くことでインドネシアの輸出が低迷を続けるようであれば対外債務返済の問題もより一層深刻化していくであろう。
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